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【令和５年度一般会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

※その他の内訳
預金利子 115千円
雑入 444千円

　令和５年度予算は、埼玉県後期高齢者医療広域連合の運営、管理に必要な各経費を主に計上しており、一般会計歳入歳出予算額は最
終的に２５億６,４１８万６千円となりました。

　また、一般会計歳入歳出決算額は、歳入が２５億６,２１９万３千円であったのに対し、歳出は２５億３,８２５万７千円であり、歳
入歳出差引額は２,３９３万６千円となっております。令和５年度は、翌年度に繰り越すべき継続費逓次繰越額や、繰越明許費繰越額等
はありませんので、実質収支額も同額となります。

　構成市町村からの共通経費負担金が２５億１,１２３万１千円で歳入全体の ９８.０１％、前年度繰越金が４,０３７万４千円で同１.
５８％、特別調整交付金が１,００２万９千円で同０.３９％、その他の収入額が５５万９千円で同０.０２％となっております。

単位：千円
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　歳出の目的別内容

議会費　 ７月に臨時会、１０月と２月に定例会の計３回の
議会を開催し、広域連合の条例、予算案等を審議
しました。

総務費  広域連合の運営や事務処理を円滑に執行しました。
民生費  後期高齢者医療制度事業に係る事務経費を特別会計

に繰出しました。

　歳出の性質別内容

人件費　　議員報酬、会計年度任用職員報酬及び各種審議会等
の委員報酬

物件費　　各種の委託契約に係る経費や物品の購入費用等
補助費等　職員の派遣元自治体に支出している負担金や各種団

体への負担金

３　歳　出

　目的別では、民生費が２１億７,０９９万５千円で、歳出全体の８５.５３％、総務費が３億６,５９８万３千円で同１４.４２％、

議会費が １２７万９千円で、同０.０５％となっております。

　性質別では、繰出金が２１億７,０９９万５千円で、歳出全体の８５.５３％、補助費等が２億９,２２７万５千円で同１１.５２％、
物件費が５,５８６万９千円で同２.２０％、人件費が１,９１１万８千円で同０.７５％となっております。

単位：千円

単位：千円
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【一 般 会 計】

主 要 施 策 の 成 果
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議会費

細節 金額(千円）

総務課

01 報酬 議員報酬 265

08 旅費 費用弁償 20

消耗品費 0

食糧費 6

12 委託料 会議録作成委託料 421

13 使用料及び
賃借料

議会会場使用料、事務機
器賃借料

567

予算現額： 1,871千円 計 1,279

総務費

細節 金額(千円）

総務課

07 報償費 高齢者医療懇話会報償金 331

10 需用費 食糧費 4

通信運搬費 35

高齢者医療懇話会保険料 25

12 委託料 会議録作成委託料 142

13 使用料及び
賃借料

会議室使用料 16

予算現額： 945千円 計 553

11

事 業 の 概 要
執 行 額
節

役務費

医療懇話会を４回開催し、保険料率の改定や第３期保健事業実施計画（データヘ
ルス計画）策定、後期高齢者医療制度の円滑かつ適正な運営等について、広く関
係者の意見を聞いた。

執 行 額
事 業 の 概 要

10 需用費

節

定例会２回及び臨時会１回を開催し、１７議案の審議、審査を行った。
広域連合議会運営

課 名 ・ 事 業 名

課 名 ・ 事 業 名

【一般会計】主要施策の成果

後期高齢者医療懇話会開催事業
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細節 金額(千円）
事 業 の 概 要

執 行 額
節

課 名 ・ 事 業 名

総務課

01 報酬 非常勤職員報酬 13,646

03 職員手当等 期末手当 2,376

04 共済費 社会保険料 2,767

08 旅費 費用弁償 625

12 委託料 健康診断委託料 267

予算現額： 22,969千円 計 19,681

総務課

情報機器運用委託料 4,433

財務会計システム保守委
託料

792

広域連合システムＩＴコ
ンサルタント委託料

5,049

電算機器等賃借料 22,189

財務会計システム機器等
賃借料

805

事務機器賃借料 246

予算現額： 34,409千円 計 33,514

総務課

18 負担金、補助
及び交付金

事務局職員給与等負担金 291,011 事務局職員３８名の給与等相当分に係る負担金を派遣元の自治体に支払った。

予算現額： 298,240千円 計 291,011

12 委託料 情報系システム及び財務会計システムの機器類（サーバ・端末・プリンタ等）の
調達・保守・運用管理、セキュリティ対策の業務やシステムＩＴコンサルタント
からの支援を受ける業務委託を行った。

13 使用料及び
賃借料

職員の事務補助のため一般事務補助員６名、保健事業の推進のため保健師１名の
会計年度任用職員を雇用した。

事務局職員給与等負担金

電算機器運用・維持管理事業

会計年度任用職員雇用事業
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令和５年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況
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【令和５年度後期高齢者医療事業特別会計決算状況】

１　総　括

２　歳　入

特別高額医療費共同事業交付金
580,700 千円

諸収入　 892,160 千円
財産収入 1,184 千円

　令和５年度予算は、医療給付費等に係る予算を中心に計上しており、特別会計歳入歳出予算額は最終的に８,９９６億２,８２８
万３千円となりました。
　また、特別会計歳入歳出決算額は歳入が８,８０７億７,２７２万４千円であったのに対して、歳出は８,６９９億７,６２８万１
千円で、歳入歳出差引額は１０７億９,６４４万３千円になります。また、令和５年度は、翌年度に繰り越すべき繰越明許費繰越額
が２億２,５４４万２千円ありますので、実質収支額は１０５億７,１００万１千円となります。

　支払基金交付金が３,４９１億７,９８４万９千円で歳入全体の３９.６４％、国庫支出金が２,６５３億６,７７７万８千円で、同
３０.１３％、市町村支出金が １,６９１億 ８,１０７万円で同１９.２１％（うち保険料等負担金１,０１１億 ２９６万１千円で
同１１.４８％）、県支出金が７１３億５,３７６万４千円で同８.１０％、前年度繰越金が１８７億１,８６２万６千円で、同２.１
２％、繰入金が５４億９,７５９万３千円で同０.６３％、その他が１４億７,４０４万４千円で同０.１７％となっております。

※その他の内訳

単位：千円
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３　歳　出

特別高額医療費共同事業拠出金
611,431 千円

※その他の内訳

　保険給付費が８,４４６億８,１７６万１千円で歳出全体の９７.１０％を占めており、諸支出金が１２２億６４８万７千円で同
１.４０％、基金積立金が６６億７３９万６千円で同０.７６％、保健事業費が４２億９,０２２万円で同０.４９％、総務費が１５
億７,８９８万６千円で同０.１８％、その他が６億１,１４３万１千円で同０.０７％となっております。

単位：千円
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【後期高齢者医療事業特別会計】

主 要 施 策 の 成 果
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細節 金額(千円)

総務課

11 役務費 通信運搬費 165

12 委託料 電算処理システム機器保守管理
等委託料

51,990

13 使用料及び
賃借料

広域連合システム運用業務委託
料

26,309

18 負担金、補助
及び交付金

広域連合システム機器等賃借料 151,158

予算現額： 233,819千円 計 229,622

総務課

12 委託料 電算処理システム機器保守管理
等委託料

12,468

13 使用料及び
賃借料 広域連合システム機器等賃借料

8,030

クラウドサービス使用料 12,529

ソフトウェアライセンス使用料 69,424

17 備品購入費 事務用備品購入費 473

18 負担金、補助
及び交付金

広域連合電算処理システム共同
事業負担金

9,593

予算現額： 726,496千円 計 112,517

保険料課

10 需用費 印刷製本費 18,837

予算現額： 24,123千円 計 18,837

保険料課

12 委託料 被保険者証作成等業務委託料 97,526

予算現額： 101,410千円 計 97,526

年次更新の被保険者証等の作成・印刷と被保険者証等の封入封緘及び、限
度額適用認定証、限度額適用・標準負担額減額認定証の作成・印刷と封入
業務を委託した。

被保険者証作成等事業

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）の機器類（サーバ・端
末・プリンタ等）の調達及び保守・運用管理業務や、マイナンバー情報連
携事務において中間サーバを介して情報ネットワークシステムを利用する
ためのシステムの運用等業務を行った。

電算機器運用・維持管理事業

印刷製本事業

【後期高齢者医療事業特別会計】主要施策の成果

執 行 額
事 業 の 概 要

節
課 名 ・ 事 業 名

総務費

後期高齢者医療制度の周知・広報のため、制度概要パンフレット（141.4
万部）、被保険者証の更新に係る周知用ポスター（1.1万部）及び送付用
封筒、保険料周知用リーフレット（141万部）、保険料改定パンフレット
（7.8万部）を作成した。
また、マイナンバーカードの被保険者証利用等に係るリーフレット（年次
更新時123.7万部、令和６年３月50万部）を作成した。

後期高齢者医療電算処理システム（標準システム）のクラウド化等のシス
テム更改に対応し、従来の独自システムを外付けで引き続き運用するため
のシステム開発や外字等の移行、機器類（サーバ・端末・プリンタ等）の
調達及び保守・運用管理業務やシステムの運用等業務及び、標準システム
のクラウドサービス（Amazon Web Service)を利用するための使用料を支
払った。

標準システム機器等更改事業
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細節 金額(千円)

保険料課

18 負担金、補助
及び交付金

制度改正周知費用補助金 404

予算現額： 20,515千円 計 404

給付課

12 委託料 電算処理システム運用業務委託
料

202,892

予算現額： 212,025千円 計 202,892

給付課

12 委託料 レセプト点検委託料 124,476

予算現額： 126,172千円 計 124,476

給付課

12 委託料 医療費通知作成業務委託料 88,233

予算現額： 99,099千円 計 88,233

給付課

12 委託料 損害賠償求償事務委託料 18,129

予算現額： 25,164千円 計 18,129

給付課

12 委託料 ジェネリック医薬品利用差額通
知業務委託料

16,500

予算現額： 22,000千円 計 16,500

ジェネリック医薬品利用差額
通知事業

交通事故等の第三者行為に係る医療費を請求するため、損害賠償求償事務
を委託により実施した。
件数割額（661件×@1,600円）　求償割額（682,870,559円×2.5%）

後期高齢者医療に関する医療費
通知事業

損害賠償求償事業

レセプト点検事業

医療給付費の適正化を図るため、ジェネリック医薬品利用差額通知の作成
及び発送等の業務を委託により実施した。
（送付件数 85,711件、使用率（11月診療分）82.2％）

広域連合電算処理システムの円滑な運用を図るため、資格管理業務、賦課
業務、収納業務、給付業務に係る運用業務を委託により実施した。後期高齢者医療に関する電算

処理システム運用事業

課 名 ・ 事 業 名

医療給付費の適正化を図るため、診療報酬明細書等（レセプト）の内容点
検業務を委託により実施した。

適正受診の促進及び医療機関からの不正請求防止のため、医療費通知の作
成等の業務を委託により実施した。
（3回送付 計3,085,065通×@26円×消費税）

マイナンバーカードと健康保険証の一体化の推進等と窓口負担の見直しに
ついて各市町村が要した経費（周知・広報費等）に対して補助金を交付し
た。

制度改正周知費用補助事業

執 行 額
事 業 の 概 要

節
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細節 金額(千円)

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

療養給付費等 819,927,022

予算現額： 842,142,560千円 計 819,927,022

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

訪問看護療養費 9,073,538

予算現額： 9,391,744千円 計 9,073,538

給付課
12 委託料 審査支払委託料 1,795,538

予算現額： 1,996,419千円 計 1,795,538

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

高額療養費
9,883,965

予算現額： 13,905,624千円 計 9,883,965

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

高額療養費外来年間合算 298,304

予算現額： 298,404千円 計 298,304

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

高額介護合算療養費 819,935

予算現額： 1,207,975千円 計 819,935

給付課

18 負担金、補助
及び交付金

葬祭費 2,883,100

予算現額： 3,100,000千円 計 2,883,100

葬祭費用を補助するため、被保険者が死亡した場合、申請により葬祭執行
者に対して葬祭費を支給した。
（葬祭費 57,662件×@50,000円）

葬祭費支給事業

被保険者の負担軽減のため、１か月間に支払った一部負担金の合計が自己
負担限度額を超えた場合、申請により自己負担限度額を超えた金額を高額
療養費として支給した。

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払
った外来分の一部負担金の合計が自己負担限度額を超えた場合、申請によ
り限度額を超えた金額を高額療養費として支給した。

被保険者の負担軽減のため、１年間（８月１日～翌年７月３１日）に支払
った医療保険と介護保険の自己負担額を合算し、限度額を超えた場合、申
請により限度額を超えた金額を高額介護合算療養費として支給した。

  高額介護合算療養費支給事業

高額療養費（外来年間合算）
支給事業

高額療養費支給事業

被保険者が安心して医療を受け続けるため、審査を経た保険医療機関等か
らの診療報酬明細書等（レセプト）に基づき、診療報酬等を支払った。

被保険者が安心して訪問看護を受け続けるため、被保険者が居宅において
訪問看護ステーションの看護師等から訪問看護を受けた場合の訪問看護療
養費を支払った。

適正な医療費を支払うために、保険医療機関等から請求のあった診療報酬
明細書等（レセプト）について請求内容の審査事務及び診療報酬等支払事
務を委託により実施した。
（審査支払手数料 31,094,985件×@57円、レセプトオンライン請求システ
ム手数料 30,426,705件×@0.76円）

療養給付等支払事業

訪問看護療養費支払事業

診療報酬明細書等審査支払事業

執 行 額
事 業 の 概 要

節
課 名 ・ 事 業 名

保険給付費
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細節 金額(千円)

給付課

12 委託料 健康診査委託料 3,251,428

予算現額： 4,033,037千円 計 3,251,428

給付課

12 委託料 歯科健康診査委託料 108,880

予算現額： 140,421千円 計 108,880

給付課

12 委託料 市町村保健事業委託料 408,461

予算現額： 509,000千円 計 408,461

被保険者の健康保持・増進のため、各市町村への業務委託により健康診査
を実施した。
（受診者数：338,313人　受診率：34.3％）

埼玉県歯科医師会への業務委託により、前年度75歳及び80歳年齢到達者を
対象に歯科健康診査を実施した。
（受診者数：17,381人　受診率：9.2％）

国の特別調整交付金の交付基準に基づく保健事業と介護予防等の一体的な
実施に係る事業を委託により実施した。

健康診査事業

歯科健康診査事業

後期高齢者保健事業

執 行 額
事 業 の 概 要

節
課 名 ・ 事 業 名

保健事業費
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〈 参 考 資 料 〉
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４月末 ５月末 ６月末 ７月末 ８月末 ９月末 １０月末 １１月末 １２月末 １月末 ２月末 ３月末

人　口  (人) 7,331,813 7,332,257 7,332,932 7,332,551 7,331,914 7,331,296 7,332,479 7,332,207 7,330,093 7,327,297 7,324,490 7,326,804

被保険者数 (人) 1,049,337 1,052,299 1,055,196 1,058,721 1,062,285 1,066,076 1,069,566 1,072,985 1,074,970 1,080,692 1,084,578 1,089,019

人口に占める
被保険者の割合 (％)

14.31 14.35 14.39 14.44 14.49 14.54 14.59 14.63 14.67 14.75 14.81 14.86

注： 人口は、埼玉県推計人口（毎月１日現在）を前月末人口とした。
被保険者数は、広域連合の事業状況報告書Ａ表（毎月月末現在）による。

令 和 ５ 年 令 和 ６ 年

被保険者の加入状況（令和 ５ 年度）

1000
1005
1010
1015
1020
1025
1030
1035
1040
1045
1050
1055
1060
1065
1070
1075
1080
1085
1090
1095
1100

7320

7325

7330

7335

7340

7345

7350

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

（
単
位

千
人
）

被保険者数

（
単
位

千
人
）

人口 埼玉県の人口と被保険者数の推移

人 口 (人)

被保険者数 (人)

12.5

13

13.5

14

14.5

15

４月末 ６月末 ８月末 １０月末 １２月末 ２月末

％ 人口に占める被保険者の割合
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○医療給付費の支給状況

件数：３３，１７７，１８５件(レセプト件数・支給件数)　　総額：８４０，００２，７６３，６８０円　　一人当たりの給付費：７８９，２５０円

○高額療養費の支給状況（再掲）

件数：２，０４１，４０７件 　 総額： １０，１８２，２６９，４７７円（１件当たり：約４，９８８円）

○高額介護合算療養費の支給状況（再掲）

　　件数：６０，８１４件 　総額： ８１９，９３４，６０５円（１件当たり：約１３，４８２円）

○移送費の支給状況（再掲）

　　件数：０件 　総額： ０円（１件当たり：０円）

○葬祭費の支給状況

件数：５７，６６２件 　総額： ２，８８３，１００，０００円

○保健事業の実施状況

健康診査受診者数 ： ３３８，３１３人 受診率： ３４．３％

　　歯科健康診査受診者数 ： １７，３８１人 受診率： ９．２％

<参考>　市町村における保険料収納状況

※ 収納額により算出　後期高齢者医療事業状況報告書(事業年報)Ｂ表(1)から

<参考>　低所得者への軽減状況

収納率割合※

滞 納 繰 越 分

合 計

現 年 度 分

調定額（円） 収納額（円）

49,165,445,800

35,209,680,166

84,375,125,966

306,984,928

84,682,110,894

100.00%

98.78%

99.49%

49,165,445,800

35,643,422,500

84,808,868,300

767,973,360

85,576,841,660

特 別 徴 収

普 通 徴 収

計

57.97%

42.03%

100.00%

39.97%

98.95%

　基礎控除額(43万円)+29万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

　基礎控除額(43万円)+53.5万円×(被保険者数)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

均等割7割軽減

均等割5割軽減

均等割2割軽減

被保険者数(人)

（公的年金収入が令和5年1月1日時点で65歳以上は125万円超、65歳未満は60万円超）の数

※ 年金・給与所得者の数とは、同一世帯内の被保険者及び世帯主のうち、給与所得がある方（給与収入が55万円超）または、公的年金等所得がある方

3,024,849,970

1,431,275,560

164,437,960

　基礎控除額(43万円)＋10万円×(年金・給与所得者※の数－1)

軽減判定基準 (  部分は年金・給与所得者の数※が2人以上の場合に計算します) 軽減額(円)

12,856,937,960415,813

均等割5割軽減(被扶養) 　制度加入直前に被用者保険の被扶養者であった者

136,933

161,909

7,444
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○後期高齢者医療費等に係る決算状況

　なお、これらについて図に表したものが次のページ「令和５年度　埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要」です。

　医療費等に係る歳出については、全体で ８,６８３億 ９,７２９万５千円となっており、その内訳は療養給付費（訪問看護費、高額
療養費など含む）が ８,４００億 ２７６万４千円で医療費に係る歳出全体の ９６.７３％、償還金が １２０億 ４,９１０万６千円で
１.３９％、基金積立金（保険給付費支払基金）が ６６億 ７３９万６千円で同０.７６％、健康診査事業に要する費用（健康相談訪問
指導に要する経費を含む）が ３３億 ９,３７６万５千円で同 ０.３９％、葬祭費が ２８億 ８,３１０万円で同 ０.３３％、審査支払
手数料が １７億 ９,５５３万８千円で同 ０.２１％、長寿・健康増進事業に要する経費が ４億 ８,７９９万４千円で同 ０.０５％、
介護予防との一体的実施に要する経費が４億８４６万１千円で同 ０.０５％、その他が７億６,９１７万１千円で同０.０９％となって
おります。

　特別会計決算の中で、後期高齢者医療制度の事務執行に係る経費を除いた療養の給付費等に要する費用や、保険料を財源として執行
した事業費等の決算状況（後期高齢者医療費等に係る決算状況）を別にとりまとめました。

　医療費等に係る歳入については、全体で、８,７８５億１,５８５万７千円となっており、その内訳は、支払基金交付金(現役世代から
の支援金)が ３,４９１億 ７,９８４万９千円で医療費に係る歳入全体の ３９.７５％、国庫負担金（高額医療費負担金含む）が ２,０
５２億８,０１７万円２千円で同２３.３７％、保険料負担金(市町村で徴収した保険料)が ８４８億６,０８７万４千円で同９.６６％、
埼玉県からの療養給付費負担金（高額医療費負担金含む）が ７１３億 ５,３７６万５千円で同 ８.１２％、市町村からの療養給付費負
担金が ６８０億７,８１０万 ８千円で同 ７.７５％、国からの調整交付金が ５９７億３,３７６万３千円で ６.８０％、前年度繰越金
が １８６億 ７,８２５万１千円で同 ２.１２％、保険基盤安定負担金が １６２億４,２０８万７千円で同 １.８５％、保険給付費支払
基金の取崩し額が ３３億 ２,６５９万８千円で同 ０.３８％、健康診査事業に係る補助金が ２億４,８４４万３千円で同 ０.０３％、
その他 １５億３,３９４万７千円で同 ０.１７％となっております。
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①歳入（後期高齢者医療費等に係る収入） 億円
(F) 繰越金
187 億円 2.1%

(A) 国庫負担金 (C) 県負担金 (E) 支払基金交付金　(現役世代からの支援金)
162 億円 1.8%

2,053 億円 597 億円 714 億円 681 億円 3,492 億円

(H) 健診事業補助金
2 億円 0.0%

(I ) 第三者納付金等
15 億円 0.2%

実績見込 実績見込 実績見込 実績見込 実績見込
2,012 億円 597 億円 707 億円 653 億円 3,491 億円 33 億円 0.4%

②歳出　（後期高齢者医療等に係る支出） 億円 (M) 償還金

120 億円 1.4%

(L) 療養の給付等に要する費用 66 億円 0.8%
（療養給付費・訪問看護費・高額療養費・高額介護合算療養費など）

保険料充当分 5 億円 0.1%
8,400 億円 768

(P) 審査支払手数料等
18 億円 0.2%

保険料充当分 (Q) 葬祭費
億円 29 億円 0.3%

③決算剰余金 (R) 健康診査事業費
歳入（ 億円） － 歳出（ 101 億円 34 億円 0.4%

(S) 一体的実施費
決　　算　　額 　実 績 見 込 額 4 億円 0.0%

国庫負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 (T)その他
県負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円 8 億円 0.1%
市町村負担金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

支払基金交付金精算 億円 － 億円 ＝ 億円

6,940 億円 6,863 億円 億円

④保険給付費支払基金積戻額

◎決算剰余金（ 101 億円） － 返還　・　追加予定差引合計額（ 77 億円） 　＝ 24 億円 （歳出に対して 0.3%) ※金額は億円単位としているため、

実際の決算額とは一致しません。

(B) 調整交付金

億円0

7.8% 39.7%

8,684

0

9.7%

849

億円

(高額医療費負担金含む)

計 77

96.7%

81

8,785 8,684 億円）＝

億円

(国庫） (高額医療費負担金含む) 負担金 負担金

対象額の 3/12 対象額の1/12 対象額の1/12

23.4% 6.8% 8.1%

2,053 2,012 41 0

8,785

(D) 市町村 (K) 保険料 (G) 保険基盤安定負担金

(県3/4 市町村1/4)

対象額の 4/10、現役並み被保険者分

(N) 保険給付費支払基金積立金

(O) 長寿・健康増進事業費等

(J) 保険給付費支払基金繰入金

714 707
681 653 28 0 億円

億円3,492 3,491 1

7

返還予定額 追加予定額

億円

億円

0

令和５年度 埼玉県後期高齢者医療費等に係る歳入歳出決算の概要
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